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ECCの引張応力－歪モデルに関する研究 
 
 

論 文 概 要 
 
従来のコンクリートの引張に対する脆性的な破壊を改善するためにモルタルに短繊維を混

入したセメント系複合材料の DFRCCがある。DFRCCは曲げ応力下において初期ひび割れ発
生後も繊維の架橋効果により応力を保持し、複数のひび割れを生じる特徴を有している。ま

た、DFRCC の中でも引張応力下において歪硬化・複数ひび割れ特性を示す HPFRCC は、構
造部材としての適用が報告されている。構造部材には主として地震力が作用するため、繰返

し応力下における HPFRCCの性能を的確に把握する必要があるが、部材の性能評価は部材そ
のものに対する加力実験によって行われており、HPFRCC の引張性能に及ぼす繰返し載荷の
影響に着目した研究は少ない。 
本研究では、HPFRCCの代表的な一種である ECCを研究対象として、ECCの応力－歪関係

の構築という観点で、繰返し応力下および鉄筋との複合体における ECCの引張性能を評価す
ることを目的とした。 

 
本論文は、全 5章から構成される。各章の概要は以下の通りである。 
 
第 1章では、本研究の背景について整理し、目的を明確にした。 
 
第 2章では、ECC自体の繰返し性能の把握および評価を目的として、繰返し載荷の曲げ試
験を行い、その結果を元に ECCの応力－歪モデルおよび繰返し構成則を構築し、繰返し断面
解析と実験結果を比較することで、モデルの妥当性を検証した。 
繰返し載荷において、片側繰返し載荷では単調載荷と比較してモーメントの低下が見られ

ないのに対し、正負交番繰返し載荷においてはモーメントの低下が顕著であった。最もモー

メントが低下した試験体では最大モーメントは単調載荷の 60%から 70%の値となっていた。
圧縮力と引張力が繰返し作用することでひび割れを架橋している繊維に影響を与え、モーメ

ントが低下したと考えられる。実験から得られた繰返し作用によるモーメントの低下を考慮

した ECCの応力－歪モデルを構築して繰返し断面解析を行った結果、実験結果と良い対応を
示し、本モデルの妥当性が確認された。 

 
第 3章では、鉄筋との複合構造において重要となる鉄筋と ECCの付着性状およびそれに起

因する ECCのテンションスティフニング効果を定量的に評価することを目的として、試験体
の断面中央に鉄筋を 1 本配した試験体の両引き試験を行った。また、ひび割れ箇所に作用す
る ECCの架橋応力を考慮した付着解析手法を構築し、ECCの引張力負担分、および ECCの
テンションスティフニング効果に相当する応力を解析によって算出した。 
両引き試験において、試験体の引張力は鉄筋単体の引張力より大きくなったことから、ECC
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による引張力負担があることが分かる。 
両引き付着解析において、実験結果を良く追従する結果が得られた。解析結果では、ECC
と鉄筋間の付着応力は非常に小さく付着区間における鉄筋の引張力分布はほぼ一定値となっ

た。ひび割れ箇所における ECCの架橋効果が部材の剛性増大に与える影響が大きいことを示
している。また ECCの負担応力のうち、付着応力に依存する分をテンションスティフニング
効果に相当する応力とすると、その値は非常に小さいことが確認された。ECCの負担応力は
ひび割れ箇所における架橋応力がほとんどを占めており、その値は材料試験から得られる初

期ひび割れ強度以下の値となる。さらに、ECCと鉄筋の付着効果によりひび割れ幅の増大が
抑制され、無筋の場合よりも大きな歪を示すようになると考えられる。 

 
第 4章では、実構造部材に近づけるために有筋試験体における ECCの繰返し性能の把握お
よび評価を目的として、第 2 章と同様に繰返し載荷の曲げ試験を行った。有筋試験体におい
ては繰返し載荷によるモーメントの低下がほとんど見られなかったが、最大モーメント時の

引張縁歪が小さくなるといった ECCの変形能への繰返し載荷の影響が確認された。 
その後、第 3 章より得られた ECC のテンションスティフニング効果を考慮した ECC の引
張性能を純曲げ区間に平均的に作用する平均応力－平均歪モデルとし、このモデルに第 2 章
で示した ECCの繰返し構成則を適用して繰返し断面解析を行った。断面解析結果と実験結果
を比較すると、断面解析結果がやや実験結果を下回るものの繰返し載荷の傾向をよく捕らえ

ており、本モデルの妥当性が確認された。 
 
第 5章では、本論文の結論について述べた。 
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第1章 序論 
 
近年、高靭性繊維補強セメント複合材料（以下、DFRCC：Ductile Fiber Reinforced Cementitous 

Composites）の構造材料としての利用が注目を集めている。DFRCCはコンクリートの引張に
対する脆性的な破壊を改善するために、モルタルに 10数 mm程度の短繊維を混入した材料で
ある。混入されている繊維は様々であり、鋼繊維やポリプロピレン繊維、ポリビニルアルコ

ール繊維（以下、PVA 繊維）が一般的に用いられている。普通コンクリートは曲げ応力下に
おいて、引張縁がひび割れ強度に達するとひび割れが発生し脆性的な破壊を示すが、DFRCC
は初期ひび割れ発生後、繊維がひび割れ間を架橋することでひび割れの開口を防ぎ、応力を

保持するたわみ効果特性を示す。この性能は、主に繊維の架橋効果と言われるモルタル部分

と繊維の付着性状に依存しており、繊維の種類や繊維径、マトリクスの調合により大きく異

なる。 
DFRCC の中には引張応力下において初期ひび割れ発生後も引張応力が大きくなる歪硬化

特性を示す材料があり、高性能繊維補強セメント複合材料（以下、HPFRCC：High Performance 
Fiber Cementitious Composites）と呼ばれる（図 1.1②）。HPFRCCは、繊維の架橋効果により
ひび割れが局所化せずに複数のひび割れ（マルチプルクラック）が生じ、数%の歪に至るま
でひび割れ間の架橋応力によって引張応力を保つことが可能である。 

HPFRCCを構造部材に適用した場合、HPFRCC自体が引張力を負担してひび割れの局所化
を防止することにより耐力、変形能の向上が期待できる。さらに繊維の架橋効果によって

HPFRCC のひび割れ幅を抑制できることから鉄筋を腐食させる有害物質の進入を防ぎ、高耐
久な部材とすることが可能と考えられる。従来の鉄筋コンクリート造（以下、RC造）の構造
部材に普通コンクリートの代用として HPFRCCを使用することで、HPFRCCの引張性能によ
る付加価値を付すことができる。 

 
 

引張応力

歪

初期ひび割れ強度

引張強度

②歪硬化

①歪軟化

 
図 1.1 DFRCCの特性 
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実際に HPFRCCを建築構造物に利用した例として、超高層 RC造集合住宅のコア壁の境界
梁への適用が報告されている 1)。本架構の境界梁では、高応力が作用する極短スパン梁にお

いて大地震時においても部材の脆性的な破壊を生じさせず、地震後の残留ひび割れ幅が

0.3mm以下になるように計画されており、部材にその性能を発揮させるために、HPFRCCが
利用されている。HPFRCC 自体の引張性能に期待をして、部材内部を無筋とすることも可能
と考えられるが、現状ではプレキャスト部材として用いられることから、部材接合部での応

力伝達は主筋に依存する部分が大きいこと、また、高せん断応力下での十分な耐力確保のた

めにせん断補強筋が用いられることから、従来の RC 部材と同様に鉄筋との併用が主体とな
っている。 
引張応力下における RC 部材の性状は、鉄筋やコンクリートの力学性状および配筋（鉄筋

量）とともに鉄筋とコンクリート間の付着性状に大きく影響を受ける。特にコンクリートの

ひび割れ間隔やひび割れ幅は、付着性状によって変化する。また、付着応力の存在によって

鉄筋とコンクリートの歪は軸方向に一様ではなく、コンクリートのひび割れ箇所における鉄

筋の歪が増大する。すなわち、ひび割れ箇所においてはコンクリートの引張力負担がなくと

も、付着応力によってひび割れが生じていない箇所のコンクリートに引張応力が流れ、見か

け上のコンクリートの引張力負担が発生する。これらの現象は、鉄筋単体の引張力－変形関

係に比べてあたかも剛性が増大したような挙動を示すことから、テンションスティフニング

効果として知られている。RC 部材と同様に HPFRCC を構造部材に適用するためには、この
付着性状による影響を把握しておく必要がある。 
さらに境界梁等への適用では、地震力が主たる外力となるため、繰返し応力下における

HPFRCCの性状を的確に把握する必要がある。現在、HPFRCCを用いた部材の性能評価は部
材そのものに対する加力実験によって行われることが多く、HPFRCC の引張性能に及ぼす繰
返し加力の影響に着目した研究は少ない。 
以上より、本研究では HPFRCCの引張性能に対する繰返し加力およびテンションスティフ

ニング効果に現われる鉄筋との付着性状の影響に着目し、HPFRCC の応力－歪関係の構築と
いう観点で HPFRCCの性能を評価することを目的とした。本研究では HPFRCCの代表的な一
種である ECC（Engineered Cementitious Composites）を研究対象材料とした。 
以下に本論文の構成および目的を示す。 
 
本章では、研究背景について整理し、研究目的を明快にする。 
第 2章では、ECC自体の繰返し性能の評価を目的とする。無筋試験体について材料試験で
一般的に行われる 3 等分点曲げ載荷試験の単調載荷および繰返し載荷を行い、実験的に繰返
し載荷の影響を把握し、ECCの応力－歪モデルおよび繰返し構成則の構築を通して繰返し断
面解析を行い、実験結果と比較することでモデルの妥当性を確認する。 
第 3章では、複合構造における ECCの引張特性の評価を目的として、RC構造において重
要な項目であり、ECCを用いた場合にも重要と考えられる ECCと鉄筋の付着性状およびテン
ションスティフニング効果について検討する。鉄筋を軸方向に 1 本配した試験体の両引き試
験を行い、その結果を元に ECC特有のひび割れ箇所における架橋効果を考慮した付着解析手
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法の構築を通して、ECCのテンションスティフニング効果の定量的評価を試みる。 
第 4章では、ECCと鉄筋の複合構造における繰返し性状を表現するような ECCの応力－歪
モデルの構築を目的として、軸方向に鉄筋を配した有筋試験体の繰返し載荷曲げ試験を行う。

その後、第 2章に述べる ECCの繰返し応力下における引張性能と第 3章に述べる鉄筋と ECC
のテンションスティフニング効果を考慮して ECCの引張応力－歪モデルを構築し、繰返し断
面解析結果と実験結果を比較することでモデルの妥当性を検証する。 
第 5章では、本論文の結論を述べる。 
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第2章 無筋 ECCの繰返し性状 
 
2.1  はじめに 
 

HPFRCC は繊維がひび割れ間を架橋することで引張応力を伝達しているため、繰返し荷重
下においてひび割れの開口・閉口を繰返すことでひび割れを架橋している繊維に影響を与え、

引張性能が低下すると考えられる。繊維に及ぼす影響を局所的に考えた場合、図 2.1 に示す
ような繊維とモルタル部分との付着性状の劣化や、繰返しによる繊維の損傷・破断が起きる

と考えられる。その他にも HPFRCCには繊維の配向角の影響などの複数の要因があり、これ
らの要因に対して個々に評価することは難しい。そのため局所的に検討するのではなく、

HPFRCCの繰返し荷重による影響を実験的に把握することとした。 
HPFRCC の引張性能を評価する試験方法として一軸引張試験と曲げ試験がある。一軸引張
試験は実験結果から直に材料の応力－歪関係が得られ、引張性能を明確に把握することがで

きるが、一軸引張試験では特殊な加力冶具や加力装置が必要となる。またセメント系材料は

不均一な材料であるため、純粋に一軸引張試験を行うことは非常に難しいとされている。一

方、曲げ試験は一軸引張試験に比べ実験自体は比較的容易に行えるが、実験から得られる値

は圧縮力と引張力が作用した断面としての性能であり、HPFRCC 自体の引張性能を把握する
ためには、実験結果からの評価方法を考える必要がある。これまで HPFRCCの一軸引張圧縮
繰返し実験を行った研究はいくつか報告されているが例えば 2)、種々の HPFRCC や加力履歴に
対して数多くの実験を行うことは容易ではない。一方、曲げ試験において、HPFRCC の繰返
し応力－歪関係のモデルの構築を通して、断面解析を行い曲げ試験結果との適合性を検証す

ることで、HPFRCCの繰返し載荷による影響を評価することが可能と考えられる。 
本章では、ECCを用いて単調載荷および繰返し載荷の曲げ試験を行い、その実験結果を元

に、ECCの応力－歪モデルおよび繰返し構成則を構築し、繰返し断面解析によって繰返し載
荷が ECCの曲げ性能に及ぼす影響を評価することを目的とする。 

 
繊維

引張

モルタル

付着応力
分布 引張

？
再載荷

 
(a) 付着性状の劣化 

？
引張 圧縮

 
(b) 繰返し作用による繊維の損傷・破断 
図 2.1 繰返し作用による繊維への影響 
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2.2  実験概要 
 
2.2.1 試験体および使用材料 
試験体は、JIS A 1106に規定されている 100×100×400mmの角柱試験体用鋼製型枠を用い
て作製し、蒸気養生後、実験室で気中養生とした。PVA 繊維の体積混入率 Vfは 1.5%と 2.0%
の 2種類とし、試験体は各 24体ずつ全 48体作製した。使用材料の調合計画、使用繊維の材
料特性、ECCの圧縮力学特性および試験体一覧をそれぞれ表 2.1、表 2.2、表 2.3および表 2.4
に示す。試験体作製においては繊維の配向性を考慮し、バイブレータ等の機器を用いずに打

設を行った。 
実験因子は後述の 3 種類の加力方向（単調載荷、片側繰返し載荷、正負交番繰返し載荷）、

3 種類の加力履歴（A、B、C）および Vfとし、各実験因子について 3 体ずつ加力を行った。
なお加力に 1 ヶ月程度要したため、材令による影響を確認するために、単調載荷のみ試験開
始時（材令 29日）と試験終了時（材令 60日）に 3体ずつ加力を行った。 

 
表 2.1 ECC調合計画 

名称 W/C S/B 空気量(%) 

ECC 0.42 0.77 10 

 
表 2.2 使用繊維の力学性能 

種類 繊維長 
(mm) 

繊維径 
(mm) 

破断強度 
(MPa) 

弾性係数 
(GPa) 

PVA繊維 12 0.04 1600 40 

 
表 2.3 ECC圧縮力学特性 

種類 Vf 
(%) 

圧縮強度 
(MPa) 

1/3割線剛性 
(GPa) 

2.0 38.2 14.7 
ECC 

1.5 52.6 18.4 
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表 2.4 試験体一覧 

試験体名 Vf (%) 加力方向 加力履歴 
V20-M 単調載荷(M)  

V20-C1A A 
V20-C1B B 
V20-C1C 

片側繰返し載荷(C1) 
C 

V20-C2A A 
V20-C2B B 
V20-C2C 

2.0 

正負交番繰返し載荷(C2) 
C 

V15-M 単調載荷(M)  
V15-C1A A 
V15-C1B B 
V15-C1C 

片側繰返し載荷(C1) 
C 

V15-C2A A 
V15-C2B B 
V15-C2C 

1.5 

正負交番繰返し載荷(C2) 
C 
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2.2.2 加力方法 
加力装置を図 2.2に示す。加力は「曲げモーメント－曲率曲線試験方法」（JCI-S-003-2007）
に準拠し、単調載荷（M）、片側繰返し載荷（C1）、正負交番繰返し載荷（C2）の 3種類の方
法で行った。歪は試験体側面の上下に配したπ型変位計によって計測し、平面保持の仮定に

より曲率を算出した。 
繰返し載荷は、加力方向に対して引張側の変位計の歪の値（以下、引張歪）をモニター値

として加力を行った。また正負交番繰返し載荷では、正側の載荷を行った後、試験体の上下

を反転し、負側の加力を行った。 
加力履歴は図 2.3 に示した単調載荷（V20-M）の実験結果より、引張歪で 0.1%（初期ひび

割れ発生後）、0.5%（複数ひび割れ発生時）、1.0%（ひび割れ局所化時）を基準に決定し、Vf

によらず同一の加力履歴とした。加力履歴を図 2.4に示す。加力履歴 Aでは 0.1%、0.5%、1.0%
の各目標引張歪で 3回ずつ、加力履歴 Bでは目標引張歪が 0.1%で 1回、0.5%で 10回繰り返
し、その後荷重が低下するまで加力することとした。また加力履歴 Cは目標引張歪を 0.1%ず
つ漸増させるものとし、荷重の低下を確認もしくは目標引張歪が 3.0%に達するまで加力を行
うこととした。なお片側繰返し載荷では除荷後に引張歪は 0 にならないため、荷重が 0 にな
った時点で再載荷を開始した。 

 

 
図 2.2 加力装置 
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図 2.3 単調載荷実験結果 
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図 2.4 加力履歴 
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2.3  実験結果 
 
2.3.1 モーメント－曲率関係と破壊状況 
単調載荷試験体のモーメント－曲率関係（以下、M-φ関係）を図 2.5に、繰返し載荷を行っ

た試験体のM-φ関係の例を図 2.6に、試験体 V20-C2の純曲げ区間の最終ひび割れ状況を図 2.7
に示す。単調載荷した全ての試験体でたわみ硬化、複数ひび割れを確認した。また、試験開

始時と試験終了時に加力した試験体の相違はほとんど見られなかったため、材令による差異

はないものとして取り扱う。試験体 V15-M は、試験体 V20-M と比較してひび割れ本数が少
なく、2 本目のひび割れが発生した直後にひび割れ開口が局所化する試験体が多くみられ、
強度、変形能ともに劣っていた。 
繰返し載荷においては、いずれの試験体も引張歪が未経験の歪に達するまで新しいひび割

れは観測されなかった。ひび割れの発生本数が多く、ひび割れ間隔が均等に生じている試験

体ほど最大荷重が大きくなる傾向があった。また全ての試験体でスリップ型の履歴を示し、

同一の目標引張歪で繰り返した場合、繰返し回数が増えるにつれピーク時の荷重が低下する

ことを確認した。 
片側繰返し載荷では、除荷後における残留引張歪の値は経験した最大引張歪の 50%から

70%程度であり、最大歪が大きくなるにつれ残留歪の割合も大きくなった。また、試験体
V15-C1Aでは引張歪が 1.0%前後で終局に至り、それ以降の加力を行うことはできなかった。 
正負交番繰返し載荷試験体では、正側加力で生じたひび割れにつながるように負側の加力

でひび割れが発生し、加力履歴によってひび割れの発生状況が異なった。加力履歴 Aでは、
引張歪が未経験の歪に達する最初の加力サイクルでひび割れが発生し、最終サイクルにおい

ても引張縁から新たなひび割れが生じた。加力履歴 Bでは、加力初期段階におけるひび割れ
発生状況は加力履歴 Aと同様であったが、最終サイクルでは開口していたひび割れの先端か
ら枝分かれするように新しいひび割れが発生した。同一の引張歪で繰返し載荷を 10回行った
ことで、ひび割れを架橋している繊維の負担応力が低下し、その部分のひび割れが切欠けの

ような状態になったことで、切欠け上部において応力の再分配が起きたと考えられる。また

加力履歴 Cにおいては、未経験の引張歪に達した直後に除荷を開始することになるため、ひ
び割れがあまり生じず、加力初期段階で発生したひび割れにおいて破壊に至った。 
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図 2.5 単調載荷試験体の M-φ関係 
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図 2.6 繰返し載荷試験体の M-φ関係 
 

     
図 2.7 最終ひび割れ状況 



 

-11- 
 

片側繰返し載荷および正負交番繰返し載荷（正側加力）試験体の M-φ関係包絡線を図 2.8
に示す。なお、比較を行うために単調載荷試験体の結果も同図に示した。片側繰返し載荷の

V20-C1、V15-C1試験体では、単調載荷との大きな差異が見られないが、正負交番繰返し載荷
の試験体 V20-C2、V15-C2 では、モーメントの値が低下している。これより繰返し載荷の影
響による荷重低下は、引張力と圧縮力が繰返し作用することが原因と考えられ、一度開口し

たひび割れに圧縮力が作用することで、繊維の架橋効果に影響を与えているものと思われる。 
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図 2.8  M-φ関係の包絡線比較 

 
2.3.2 最大モーメント 
各試験体の最大モーメントを図 2.9 に示す。片側繰返し載荷試験体では単調載荷試験体に

比べて最大荷重の低下はほとんど見られなかったが、正負交番繰返し載荷では最大荷重が低

下する傾向にあった。最も荷重が低下していた加力履歴 Cでは単調載荷の 60%から 70%とな
った。また Vf =1.5%の試験体では、繰返し載荷による荷重低下率が Vf =2.0%の試験体より大
きいことから、繊維架橋能力の発揮の程度によっても繰返し載荷の影響が変化するものと思

われる。 
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図 2.9 最大モーメント 

 
2.3.3 耐力比 
加力履歴 A、B 試験体について、同一引張歪加力サイクル 1 回目のピーク荷重と 2 回目以

降のピーク荷重の耐力比とサイクル数の関係を図 2.10 に示す。耐力比は、同一因子試験体 3
体の平均値を示し、正負交番繰返し載荷では、正側加力、負側加力それぞれについて算出し

た。加力履歴 Aでは、加力サイクル目標引張歪の違いによる耐力比の差異はほとんど見られ
なかった。加力履歴 Bでは、繰返し載荷による荷重の低下が明瞭に確認できる。また、片側
繰返し載荷に比べて正負交番繰返し載荷の耐力比は小さくなる傾向がみられた。これは、片

側繰返し載荷において見られた同一歪領域における繰返し回数に応じた荷重低下に、正負交

番加力による荷重低下の影響が加わることによるものと考えられる。 
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2.4  断面解析 
 
曲げ試験により、繰返し載荷の影響による荷重低下が確認された。この主たる要因として、

繰返し回数および圧縮力と引張力の交番作用が考えられる。本項では、引張応力下の履歴特

性に関してこの荷重低下を表現する ECCの応力－歪モデルの構築を行い、そのモデルを用い
た繰返し載荷断面曲げ解析によって検証を行った。なお、モデルの構築および解析は Vf=2.0%
の試験体に対してのみ行った。 

 
2.4.1 応力－歪モデル 
(1) 包絡線 
モデルに用いた ECC の特性値を表 2.5 に、応力－歪関係の包絡線モデルを図 2.11 に示す。
引張側はトリリニアモデル、圧縮側は放物線モデルとした。引張側は、単調載荷の実験結果

をもとに、初期ひび割れ発生時および最大荷重時のモーメントと曲率から、それぞれひび割

れ発生時の応力σcr、歪εcr、引張強度時の応力σt、歪εtを算出した
3)。また、終局歪εtuは、予備

的な単調載荷の断面解析により、M-φ関係が実験結果と対応するように決定した。単調載荷の
解析結果を図 2.12に示す。また圧縮側は、圧縮強度試験結果から得られた圧縮強度σBと割線

剛性 cEにより放物線モデルを決定した。 
 

表 2.5 応力－歪関係特性値 
圧縮側 引張側 

圧縮強度 
σB (MPa) 

弾性係数 
cE (GPa) 

ひび割れ 
強度 

σcr (MPa) 

ひび割れ 
強度時の歪 

εcr (%) 

引張強度 
σt (MPa) 

引張強度時

の歪 
εt (%) 

終局歪 
εtu (%) 

38.2 14.7 3.78 0.02 5.24 1.35 2.35 
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図 2.11 応力－歪モデル包絡線 
図 2.12 単調載荷 
  断面解析結果 
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(2) 引張側履歴 
ECCの引張側の履歴モデルは、ひび割れ発生歪εcrまでは線形弾性とし、ひび割れ発生後の

歪硬化・軟化領域でスリップ特性を表現できるように配慮した。また、実験結果より得られ

た除荷後に残留歪を生じ、同一歪領域での繰返し回数に応じて応力が低下するという特性を

考慮したモデルとした。履歴モデルを図 2.13に示す。 
履歴中で経験した最大引張歪の点を A、除荷終了点を B、歪の進行方向が負方向から正方
向に転じる点（引張応力下における再載荷開始点）を I、再載荷曲線の目標点を G、歪の進行
方向が正方向から負方向に転じる点（引張応力下における除荷開始点）を Jとする。 
除荷時は J 点から B 点に向かう除荷曲線に従うものとし、再載荷時は再載荷曲線上で I 点
から G点を通り、包絡線に向かうものとした。除荷・再載荷曲線の曲線形状および変数決定
条件を図 2.14に、曲線の式を（2.1）式に示す。除荷曲線、再載荷曲線は 2点の座標および 1
点の接線勾配によって、変数 a、b、cを決定する。接線勾配 Eは 2点間の勾配 Kと剛性係数
αの積で与えるものとし、αは実験と対応するように決定した。引張応力下におけるαJ、αIを

（2.2）式に示す。 
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包絡線
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0.9εA  

図 2.13 引張側履歴モデル 

 A： 最大引張歪点（εA=εmax） 
 B： 除荷終了点（εB=0.6εmax，σB=0） 
 G： 再載荷曲線通過点（εG =εA，σG =βσA） 
 I： 引張側再載荷開始点 
 J： 引張側除荷開始点 
 εmax，σmax： 履歴中に経験した歪，応力の最大値  
 β： 繰返し回数による応力低減係数（=0.95N） 
 N： 同一歪領域における繰返し回数 
 E： 任意の点における接線勾配（=αK） 
 α： 任意の点における剛性係数 
 K： 任意の 2点間の勾配 
 
J(A)→B間：引張側除荷曲線（J(A)，B，EJで決定） 
I(B)→G→包絡線：引張側再載荷曲線（I(B)，G，EIで決定） 
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また図 2.13右図に示しているように、繰返し回数 N、応力低減係数βを用い、応力低下条件
を満たした場合にG点の応力をG’点に低下させることで同一歪領域での繰返しによる応力低
下を表現する。βは実験結果をもとに、繰返し回数が増えるにつれ低下率が小さくなるよう
0.95Nとした。応力低下は繊維とマトリクス間のすべりによって生じていると考え、歪がεA近

傍（図 2.13右図網掛け部分）で除荷に転じ、なおかつ除荷が残留歪の値（B点）に達した時
点で応力が低下するものとした。応力低下条件を以下に示す。 
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図 2.14 除荷曲線および再載荷曲線 
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(3) 圧縮側履歴 
圧縮側の履歴モデルを図 2.15 に示す。引張応力下でひび割れ発生後除荷を行うと、荷重 0

の時点では残留歪が残るため、その後ひび割れが閉口する過程においては圧縮応力が生じて

いるものと考えられる。引張歪－圧縮応力状態を考慮して圧縮側のモデル化を行った。 
圧縮側包絡線上で応力が-σmaxである点を C、履歴中に経験した最小歪点を D、圧縮応力か

ら引張応力へ転じる場合のすべり終了点を F、原点を O とする。引張歪－圧縮応力状態を表
現するため、B点から C点に向かう圧縮移行曲線を（2.4）式のように定義した。 
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C点に到達後は、圧縮側包絡線に従うものとする。また、圧縮移行区間（BC間）での除荷・
再載荷は、傾き 0.5cEの直線に従うこととし、C点より歪が小さい区間では圧縮側除荷開始点
Iから O点に向かう圧縮側除荷曲線、および圧縮側再載荷開始点 Jから、D点に向かう再載荷
曲線で繰り返すこととした。除荷・再載荷曲線は引張側と同様に（2.1）式を用い、除荷曲線
は I点と O点、および I点の接線勾配から、再載荷曲線は J点と D点および J点における接
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線勾配により決定する。なお、圧縮応力下ではαIを 2.5、αJを 0.85とした。 
圧縮応力から引張応力に転じる場合、F 点までは非常に小さな勾配で歪が進行するものと

し、F 点に達した後、F 点と G 点から定まる引張側再載荷曲線に従うものとした。また、圧
縮側除荷直線とε軸との交点を I’とすると、図 2.15右図に示すようにεF<εI’となった場合は、I’
点と G’点から定まる引張再載荷曲線上を G’点に向かうものとした。 
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図 2.15 圧縮側履歴モデル 
 

(4) 引張側包絡線の低減 
実験より得られた正負交番繰返し加力による荷重低下は、引張－圧縮応力の繰返しの履歴

によって引張応力が低下するものと考えられる。したがって、この特性を引張側包絡線の応

力低下によって表現するものとした。図 2.15に示すように、引張側履歴において A点に達し
た後に、同じ履歴サイクルの圧縮応力下で C点に達することを応力低下条件とし、条件を満
たした場合、引張側包絡線の応力値σcr、およびσtを低減係数γ倍にすることで引張側包絡線を
低下させた。なお、γは実験結果との対応により 0.9とし、引張側再載荷曲線は引張側包絡線
を決して超えないものとした。 
 

 C： 圧縮移行曲線と圧縮側包絡線の交点（σC =-σmax） 
 D： 最小歪点（εD=εmin，σD =σmin） 
 F： すべり終了点（εF=0.4εmax，σF =0） 
 I’： 圧縮側除荷直線終了点（εI’=εI+σI/0.5cE，σI’ =0） 
 O： 原点 
 εmin，σmin： 履歴中に経験した歪，応力の最小値  
 γ： 包絡線低減係数（=0.9） 
 
A→B間：引張側除荷曲線  
O→F→G→引張側包絡線：引張側再載荷曲線 
B→C(I)間：圧縮移行曲線（B，Cで決定）  
I→I’間：圧縮側除荷直線（I点を通る傾き 0.5cEの直線） 
C→D間：圧縮側包絡線 
D→J(D’→O)間：圧縮側除荷曲線（D，EDで決定） 
J→D→圧縮側包絡線：圧縮側再載荷曲線 
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2.4.2 断面解析結果 
前節で提案した応力－歪モデルを用い、実験によって得られた試験体の曲率を入力値とし

て与え、繰返し断面解析を行った。断面解析より得られた M-φ関係を図 2.16に、あるサイク
ルにおける実験結果と断面解析結果の M-φ関係の履歴ループの比較（試験体 V20-C2C）を図
2.17に、片側繰返し載荷および正負交番繰返し載荷解析結果の M-φ関係の包絡線を図 2.18に
示す。なお、図 2.16には試験体 3体の実験結果包絡線もあわせて示した。 
図 2.16より、解析結果は実験結果のスリップ型履歴をよく再現できており、加力履歴 Cに
おける M-φ関係も実験結果とよく対応している。また図 2.17に示したサイクルごとの履歴は、
加力初期段階での履歴は多少異なっているものの、加力が進むにつれ断面解析で得られた履

歴ループは実験結果を追従できており、提案した応力－歪モデルの適合性は良いと考えられ

る。また解析によって得られたモーメントの最大値と実験結果の最大値との比較（解析値/実
験値）を行ったところ、平均で 0.92となり解析値が精度よく対応していた。 
図 2.18において、片側繰返し載荷の解析結果は単調載荷の解析結果と差異のない M-φ関係
の包絡線が得られ、正負交番繰返し載荷では単調載荷より荷重が低下しており、図 2.8 に示
した実験結果の包絡線と適応している。しかし正負交番繰返し載荷において、実験結果の終

局時曲率は単調載荷の曲率より大きくなる傾向があったのに対し、解析結果では単調載荷と

同等の結果となった。繰返し載荷がECCの変形能へも影響を与えているものと考えられるが、
提案した応力－歪モデルでは変形能への影響が考慮されていないため、今後繰返し載荷によ

る変形能への影響を把握し、応力－歪モデルの構成則を検討する必要があると思われる。 
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(b) 正負交番繰返し載荷試験体 
図 2.16 断面解析結果 
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図 2.17 M-φ 関係の履歴ループ比較 
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図 2.18 断面解析結果の包絡線比較 
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2.5  まとめ 
 
繰返し載荷による ECCの引張性能への影響を評価するため、単調載荷および繰返し載荷の

曲げ試験を行い、その結果を元に ECCの応力－歪モデルを構築し断面解析によりそのモデル
の妥当性を検証した。 
繰返し載荷においては、M-φ関係はスリップ型の履歴を示し、片側繰返し載荷では単調載荷
と比較してモーメントの低下が小さいのに対し、正負交番繰返し載荷ではモーメントの低下

が顕著であり、最大モーメントは最大で単調載荷の 60%から 70%となった。圧縮力と引張力
の繰返し作用がひび割れを架橋している繊維に影響を与え、荷重が低下すると考えられる。

また、ひび割れ発生状況も加力履歴によって異なり、繰返し回数の多い加力履歴 Cのひび割
れ本数が少なくなる傾向にあった。 
実験結果を踏まえ、繰返し載荷の影響を考慮した応力－歪モデルを構築し、繰返し断面解

析を行った結果、実験結果に類似したスリップ型の履歴を示し、実験値を追従することがで

きた。応力－歪モデルは、圧縮応力と引張応力が繰返し作用したときに、引張側の包絡線を

低下させることで正負交番繰返し載荷の荷重低下を表現し、圧縮応力から引張応力に移行す

る際に応力が小さい状態で歪が進行するすべり領域を設けることでスリップ型の履歴を表現

した。 
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第3章 鉄筋と ECCの付着効果 
 
3.1  はじめに 
 
引張応力下における RC 部材の性状は、鉄筋やコンクリートの力学性状および配筋（鉄筋

量）とともに鉄筋とコンクリート間の付着性状に大きく影響を受ける。特にコンクリートの

ひび割れ間隔やひび割れ幅は、付着性状によって変化する。また、付着応力の存在によって

鉄筋とコンクリートの歪は軸方向に一様ではなく、コンクリートのひび割れ箇所における鉄

筋の歪が増大する。すなわち、ひび割れ箇所においてはコンクリートの引張力負担がなくと

も、付着応力によってひび割れが生じていない箇所のコンクリートに引張応力が流れ、見か

け上のコンクリートの引張力負担が発生する。これらの現象は、鉄筋単体の引張力－変形関

係と比較して剛性が増大することから、いわゆるテンションスティフニング効果として知ら

れている。 
HPFRCC を用いた部材におけるテンションスティフニング効果に関する研究が現在までに

行われている 4)-7)。これらの研究によると、HPFRCCを用いた場合、剛性、さらには鉄筋が降
伏した後の引張力増大は鉄筋単体の引張力－変形関係と比較して大きく、HPFRCC の引張力
負担による効果が大きいとされている。しかしながら、全引張力から鉄筋負担分引張力を差

し引いた見かけ上の HPFRCCの引張力は、必ずしも HPFRCC単体の引張挙動で得られる歪硬
化性状が見られるわけではなく、また、テンションスティフニング効果を論じる上で重要な

因子となる付着性状に言及している研究はない。HPFRCC の場合、ひび割れ部分においても
引張力を負担するため、コンクリートの場合とは挙動が異なり、定量的評価を難しいものと

していると考えられる。 
本章では、鉄筋を断面中央に一本配した試験体の両引き試験を行い、鉄筋と ECCの付着性
状を実験的に把握する。さらに、HPFRCC特有の架橋効果を考慮した HPFRCCと鉄筋の付着
解析手法の構築を通して、ECCと鉄筋の付着性状およびテンションスティフニング効果を定
量的に評価し、鉄筋との複合体における ECCの応力－歪関係の構築に向けた検討を行う。 
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3.2  ECCのテンションスティフニング効果 
 

RC部材の付着性状による影響の一つにテンションスティフニング効果がある。テンション
スティフニング効果は、図 3.1に示すような鉄筋とコンクリートからなる RC部材の両引き試
験において、RC部材の剛性が鉄筋単体の剛性より高くなる挙動である。 
通常の RC 部材の場合、鉄筋に作用した引張力が鉄筋とコンクリートの境界面に作用する
付着応力を介して鉄筋周辺のコンクリートに伝わり、コンクリートが引張力を負担すること

でテンションスティフニング効果が生じる。ここでコンクリートの負担引張力を Ptseとすると、

Ptseはコンクリートの未ひび割れ区間における引張力分布の平均値（図 3.1左図の破線）で表
される。 
同様に ECCを用いた場合について考える。コンクリートはひび割れ箇所において引張力を

負担しないものとすることに対し、ECCではひび割れ箇所において繊維の架橋効果による引
張力 Pbrgが作用する。未ひび割れ区間ではコンクリート同様、鉄筋の引張力が付着応力によ

り分配され、ECCの負担引張力はひび割れ箇所の引張力より増大するものとする。便宜上、
Pbrgは未ひび割れ区間において一定とすると、図 3.1右図に示すような引張力分布になると考
えられる。Pbrgは ECCの材料特性であるから、ECCの引張力分布において ECCと鉄筋の付着
性状に依る部分は図 3.1右図に斜線で示した部分となる。よって、ECCの Ptseは ECCの引張
力分布の平均値（図 3.1右図破線）から、Pbrgを差し引いた値となる。 

 
 

コンクリート ECC

Ptse

鉄筋引張力分布

コンクリート引張力分布 ECC引張力分布
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図 3.1 付着区間における荷重分布 
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3.3  実験概要 
 
3.3.1 試験体および使用材料 
試験体形状を図 3.2 に、試験体の型枠および鉄筋端部定着状況を図 3.3 に示す。試験体は、
試験体端部において破壊が先行しないようくびれ型の形状とし、試験区間として中央に

300mmの直線部分を設け、中央部断面を 30×30mmとした。断面内の中心に異形鉄筋 D4お
よび D6を一本配置した。鉄筋は試験体端部に配したくさび形のインサートに深さ 5mm程度
の穴を設けて鉄筋を差込み、溶接して固定した。変動因子は鉄筋の種類（異形鉄筋 D4、D6）
として、試験体 5体ずつ、全 10体作製した。また、同一形状の試験体において ECCの引張
性能を確認するため、端部にインサートのみ配した無筋試験体を 6体作製した。 

ECCの調合計画は、W/C=42%、S/B=0.77とし、PVA繊維（繊維径 0.04mm、繊維長 12mm）
を体積比で 2.0%混入した。無筋試験体の両引き試験から得られた ECC の引張応力－平均歪
関係を図 3.4に、圧縮および引張力学性能を表 3.1に示す。なお、平均歪は全体変形量を試験
区間 300mmで除して算出した。無筋試験体の両引き試験では初期ひび割れ発生後、試験区間
が長いため二次曲げの影響を大きく受けた試験体が 2 体あったが、4 体の試験体については
試験区間に数本のひび割れを生じた。表 3.1 に示すデータのうち、初期ひび割れ強度と引張
強度はこれら 4体の試験体の結果の平均値である。 
鉄筋の引張試験により得られた応力－歪関係および力学性能を図 3.5および表 3.2にそれぞ
れ示す。鉄筋は明確な降伏点が見られなかったため、0.2%オフセット法により降伏強度を決
定した。 

 

 
図 3.2 試験体形状 

 

  
図 3.3 型枠および鉄筋接合状況 
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図 3.4 ECCの応力－平均歪関係 図 3.5 鉄筋の応力－歪関係 

 
表 3.1 ECCの力学特性 

圧縮強度 
σB (MPa) 

弾性係数 
cE (GPa) 

初期ひび割れ

強度 
σcr (MPa) 

初期ひび割れ 
強度時の歪 

εcr (%) 

引張強度 
σt (MPa) 

引張強度 
時の歪 
εt (%) 

49.1 16.9 4.04 0.02 4.23 0.19 
 

表 3.2 鉄筋の力学特性 

種類 降伏強度 
（MPa） 

弾性係数 
（GPa） 

降伏歪 
（µ） 引張強さ（MPa）

D4 390 202 1932 593 
D6 351 189 1864 511 

 
3.3.2 加力方法 
加力は試験体端部のインサートにネジ棒（M12）を取り付け、ネジ棒を試験機のチャック

で掴み、一軸引張加力を行った。変位計設置位置を図 3.6 に示す。変形は、試験体両面の直
線部分を含む中央部 350mmにπ型変位計を 50mm間隔で取り付け、その区間におけるひび割
れ幅を計測した。また、中央 700mm区間に変位計を取り付け、全体変形量を計測した。 

 

 
図 3.6 変位計設置位置 
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3.4  実験結果 
 
両引き試験によって得られたD4試験体およびD6試験体の荷重－全体変形関係を図 3.7に、

鉄筋降伏時（剛性が顕著に低下する時点とし、D4試験体で約 7kN、D6試験体で約 14kN）お
よび終局時のひび割れ発生状況の例を図 3.8に示す。図 3.7において、上 2図は D4試験体の、
下 2図は D6試験体の結果を示し、それぞれの 2図のグラフでは横軸のスケールを変えて示し
ている。図中の破線は鉄筋単体の荷重－全体変形関係を示しており、引張試験の結果から、

歪計測値に後述する変形区間 450mmを乗じた全体変形として示した。 
図 3.7 より、鉄筋単体の荷重に比べ実験結果のそれが大きいことがわかる。この荷重差は

3.2節で述べた通り、ECCの架橋効果による負担引張力にテンションスティフニング効果に相
当する引張力を加算した値である。図 3.8 より、鉄筋降伏時においてひび割れは試験区間と
その両側にほぼ等間隔に生じており、ひび割れ本数は D4試験体と D6試験体で明確な差がな
いことがわかる。また、鉄筋降伏後においても多数のひび割れが発生し、終局時のひび割れ

本数は D4試験体で約 50本、D6試験体で約 60本であった。終局時のひび割れ本数は D6試
験体の方が多くなる傾向にあり、この傾向に関しては通常の RC部材と同様である。 
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図 3.7 荷重－全体変形関係 
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（a）D4試験体（上図：鉄筋降伏時 下図：終局時） 

 

 
（b）D6試験体（上図：鉄筋降伏時 下図：終局時） 

図 3.8 ひび割れ発生状況 
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3.5  両引き付着解析概要 
 

ECCはひび割れ発生後、繊維がひび割れを架橋することで引張応力を伝達することができ
るため、ひび割れ部においてコンクリートが引張力を負担しない従来の付着解析方法例えば 8)

では ECC のテンションスティフニング効果を評価することはできない。本節では ECC の架
橋効果を考慮した付着解析手法を提案し、実験結果との比較を行う。 
 
3.5.1 解析方法 

ECCはひび割れ発生後、ひび割れを架橋した繊維による架橋応力が作用する。この架橋応
力σbrgはマトリクスや繊維の性能、繊維の配向角、繊維とマトリクスの付着性状に依存してお

り、ひび割れ幅 wcrの関数として与えられることが既往の研究で確認されている
9)。架橋応力

σbrg－ひび割れ幅 wcr関係を与え、ひび割れ部分において ECCの受け持つ引張力をその他の内
力との釣合条件に加えることで、ひび割れ発生以降の ECC と鉄筋の状態を表現する。また、
その際には ECCと鉄筋の局所付着応力－すべり量関係を仮定し、ひび割れ箇所でのすべり量
とひび割れ幅の変形適合条件を考慮する。 
解析における内力の釣合いを図 3.9 に示す。ECC と鉄筋からなる部材の両引き試験におい

てひび割れが発生する（①）。破線で囲んだひび割れ間隔 lbの区間を解析区間として内力の釣

り合いを考える（②）。解析区間の中央部を座標軸 xの原点とすると、原点に対して左右対称
の応力状態となることから、x=0～lb/2 について考える（③）。x=0 における鉄筋および ECC
の引張力を Ps0、Pc0とし、x=lb/2における鉄筋の引張力を Psn、ひび割れ箇所における ECCの
架橋力を Pbrgとすると、部材軸方向の力の釣合として次式が成立する。 

 

 brgsnsc PPPP +=+ 00  (3.1) 

 
 

℄wcr

Sn

x
Ps0

Pc0

Psn

Pbrg
Psx

Pcx τbx

dx

Psx+dPsx

Pcx+dPcx

①

②

③ ④

lb

Sx Sx+dSxlb/2  
図 3.9 解析対象および外力の釣合い 
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次に、④に示すような微小区間 dxについて考える。任意の位置 xにおける鉄筋および ECC
の引張力を Psx、Pcxとし、鉄筋と ECCの相対変位であるすべり量を Sx、鉄筋の周長をφ、付着
応力をτbxとすると、dx 区間に作用する力の釣合より、鉄筋の引張力増分 dPsxと ECC の引張
力増分 dPcxは次のように与えられる。 

 
 dxdP bxsx φτ=  (3.2) 
 sxcx dPdP −=  (3.3) 

 
また、すべり量 Sxの dx 区間における増分 dSxは鉄筋と ECC の変形差に等しいことから、

dSxは次式で表せる。 
 
 dxdS cxsxx )( εε −=  (3.4) 

 
 ここで 

 εsx ：|dx|区間における鉄筋の歪 
 εcx ：|dx|区間における ECCの歪 
 Es ：鉄筋の弾性係数 
 Ec ：ECCの弾性係数 
 As ：鉄筋断面積 
 Ac ：ECC断面積 

 
ここで、付着応力τb－すべり量 S関係を与えることにより、位置 x+dxにおけるすべり Sx+dx

（= Sx+dSx ）が決定し、（3.2）、（3.3）式より鉄筋と ECCの引張力増分が求まる。両引き試験
における境界条件として x=0 におけるすべり量 S0=0、任意の条件として Ps0、Pc0を与え、こ

の計算を x=0から x=lb/2まで繰り返すことで解析区間における鉄筋と ECCの引張力分布、付
着応力分布、すべり分布を算出することができる。したがって、x=lb/2における鉄筋の引張力
Psn、およびすべり量 Snが求まる。 

Snは、ひび割れ箇所において鉄筋が ECCから抜け出した量であり、図 3.9の③に示したよ
うに同一の解析区間が隣接している場合、ひび割れ幅 wcrの 1/2の値となる。ここで、ECCの
ひび割れ幅 wcr－架橋応力σbrg関係を与えることで、ひび割れ箇所における ECCの架橋力 Pbrg

は、次式に示すように Snの関数として表すことができる。 

 )2()( nccrcbrgcbrg SfAwfAAP ×=== σ  (3.5) 

これより、（3.1）式に示した釣合い式の右辺が求まるが、任意に与えた Ps0、Pc0は必ずしも

（3.1）式を満たすわけではない。そのため、Ps0、Pc0を順次与え、（3.1）式を満たすように収
束計算を行う。Pc0が ECCのひび割れ強度 Pcr（= Ac σcr ）より大きくなった時点で、x=0にお
いて解析上新たなひび割れが発生することになるため、ひび割れ間隔 lbにおける解析を終了

する。 
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3.5.2 構成則モデル 
(1) 付着応力τb－すべり量 S関係 

ECCと異形鉄筋の局所付着性状を扱った研究は多くない。文献 10）では付着長を鉄筋径の
4倍とした試験体の引抜付着試験が行われている。ECC（文献中の試験体名は R21）の局所最
大付着応力τb、maxは、内部ひび割れ幅 riとかぶり厚に鉄筋径の1/2を加えた値 ruの関係から（3.6）
式、および（3.7）式によって求められる。また、最大付着応力時のすべり量 Smaxは、かぶり

厚に依らず 0.765mmとされている。 
 

 αστ cot
)(

)(2
22

22

max,
⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩

⎪
⎨
⎧

+

−
+−=

iu

iui
pi

b

t
b rr

rrr
rr

d
 (3.6) 

 bui drr 911.0120.0 +=  (3.7) 

 
 ここで、 

 σt ：ECCの初期ひび割れ強度 
 db ：鉄筋径 
 rp ：塑性化した領域の内径（= db /2） 

 α ：付着応力と割裂応力のなす角度（cotα =1.46） 
 

実験から得られた付着応力τb－すべり量 S 関係は、最大付着応力に達した後、緩やかに軟
化する性状を示しているので、本報では（3.8）式に示す Popovics 式（a=3）としてモデル化
した。モデルを図 3.10に示す。 

 assa
a

S
S

)/()1( maxmaxmax +−
⋅=

τ
τ  (3.8) 
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図 3.10 付着応力－すべり関係モデル 
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(2) 架橋応力σbrg－ひび割れ幅 wcr関係 
ECC の架橋応力σbrg－ひび割れ幅 wcr関係のモデルを図 3.11 に示す。Yang らによれば、繊
維単体とマトリクスとの付着性状および繊維の配向角の影響を考慮すると、PVA 繊維体積混
入率 2.0%の ECCではひび割れ幅（開口変位）が 0.13mmのとき、最大架橋応力σbrg、max =6.7MPa
となる 11)。また、ひび割れ幅が 0.3mm程度までは放物線と似た挙動を示すことから、この値
を最大値にとる放物線モデルとした。 
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図 3.11 架橋応力－ひび割れ幅関係モデル 

 
(3) 鉄筋の応力－歪関係 
鉄筋の応力－歪モデルを図 3.12に示す。鉄筋の応力－歪関係には修正Menegotto-Pintoモデ
ル 12)を用い、図 3.6 に示した鉄筋の引張試験結果と対応するように、バウシンガー効果を表
す係数 Rb0を 8.0とした。 
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図 3.12 鉄筋の応力－歪モデル 
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3.5.3 解析対象 
試験体試験区間の直線部の長さは 300mmであるが、実験では材料強度のばらつきや変断面
部の応力集中により、直線部とその両側にもひび割れが発生する。本報では、実験時にひび

割れが見られた試験体中央部 450mmを試験体の変形区間として、解析の対象区間とした。解
析対象を図 3.13に示す。対象区間の断面積は試験体中央部の 30×30mmで一様とした。 
 

 
図 3.13 解析対象 
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3.6  両引き付着解析結果 
 
3.6.1 荷重－全体変形関係 
解析対象 450mmを初期解析区間 lb0とし、解析上 ECCにひび割れが発生した時点でひび割
れ間隔 lbを lb/2 として、再度付着解析を行い、その後、順次新たなひび割れが発生した時点
でひび割れ間隔を 1/2 にし、繰返し解析を行う。解析により得られた荷重－全体変形関係を
図 3.14に示す。上 2図は D4試験体の、下 2図は D6試験体の結果を示し、それぞれの 2図の
グラフでは横軸のスケールを変えて示している。荷重はひび割れ箇所における鉄筋引張力 Psn

および ECC 引張力 Pbrgの和とし、全体変形は解析区間 lbにおける鉄筋の伸びの総和を lb0/ lb

倍して算出した。図 3.14には、任意の lb（lb= lb0～lb0/29）における荷重―全体変形関係を破線

で示し、ひび割れが生じた時点で、次の lbにおける同一変位の荷重に移行した状態を実線で

示した。 
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図 3.14 解析結果（荷重－全体変形関係） 
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実験結果と解析結果の比較を図 3.15に、図 3.14に示した lb= lb0/2、lb0/22における A、B、C
点の鉄筋引張力（Ps）分布、ECC引張力（Pc）分布、付着応力（τb）分布、およびすべり量（S）
分布を図 3.16に示す。図 3.15中のプロット（○）は、解析区間内における鉄筋歪の最大値が
鉄筋降伏開始歪 0.14%に達した時点を表している。また、図 3.16には解析区間における分布
値（絶対値）の平均値を破線で示した。図 3.15より、実験結果と解析結果はよく対応してお
り、本解析の妥当性が確認できる。ひび割れ間隔を比較すると、実験においては鉄筋降伏時

の平均ひび割れ間隔が 30～40mm、終局時においては D4 試験体では約 10mm、D6 試験体で
は約 8mm であったのに対し、解析ではどちらの試験体も鉄筋降伏時のひび割れ間隔が約
28mm、終局時（全体変形量 8.0mm時）においては約 1.7mmと解析の方がひび割れ間隔は小
さくなる傾向にあった。解析上、ECCのひび割れ強度は常に一定値としているため、着目解
析区間の中央部にひび割れが生じるが、実際にひび割れ強度には空間的ばらつきがあるため、

ひび割れ本数が異なったと考えられる。 
図 3.16 より、ECC 引張力および鉄筋引張力はほとんど一定値となることが分かる。図 3.1
に示したコンクリートの場合の引張力分布とは大きく異なり、ひび割れ箇所における ECCの
架橋効果が部材の剛性増大に与える影響が大きいことを示している。 
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図 3.15 実験結果と解析結果の比較 
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図 3.16 分布図（左から、A点、B点、C点） 
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3.6.2 鉄筋とコンクリートの荷重負担割合 
実験および解析によって得られた荷重－全体変形関係とECCの負担引張力Pc－全体変形関

係を図 3.17 に示す。図中の破線は図 3.7 中の破線同様、鉄筋単体の引張力 Psを表しており、

ECCの負担引張力 Pcは、全荷重 Pと鉄筋単体の引張力 Psの差分から算出している。 
実験結果より、ECC の負担引張力は全体変形が 0.2mm から 0.4mm 程度の変形が小さい領

域においてもっとも大きく、その後一定値に近づく。解析においては、Pc0 がひび割れ強度

Pcrに達した時点で新たなひび割れが発生し、ひび割れ間隔が短くなることから、ECCの負担
引張力 Pcは必ず Pcr以下となる。また、D4試験体と D6試験体を比較すると、ECCの負担引
張力 Pcに差異がほとんどみられない。これは、図 3.16に示したように付着応力の値が小さい
ことから、付着効果による ECCの負担引張力増大が小さいためである。 
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図 3.17 鉄筋とコンクリートの負担割合 
（左図：実験結果 右図：解析結果） 
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3.6.3 ECCのテンションスティフニング効果に関する検討 
前節で算出した ECC の負担引張力 Pcから、解析によって求めた繊維の架橋効果による分

担力 Pbrgを差し引き、ECCのテンションスティフニング効果に相当する引張力 Ptseを算出し、

ECCの断面積で除して応力の次元に変換した。 
ECCの負担応力σc、ひび割れ箇所における架橋応力σbrg、およびテンションスティフニング

に相当する応力σtseと変形区間における平均歪の関係を図 3.18 に示す。ECC のテンションス
ティフニング効果に相当する応力σtseは大きくても 0.2MPa 程度であり、ひび割れ間隔が小さ
くなるにつれて 0 に近づくことがわかる。これは、ひび割れが複数生じひび割れ間隔が小さ
くなることで、ECCと鉄筋の付着長が短くなり付着応力による影響が小さくなるためと考え
られる。 
また、架橋応力σbrgは解析上必ずひび割れ強度以下の値を示すが、ひび割れ箇所ではさらに

架橋応力の減少を伴うため、平均的に見ると小さい架橋応力を示すようになる。変形に関し

ては、図 3.5に示した ECC単体の引張試験結果と比較して、顕著に大きな歪を示している。
これは、付着応力の存在によりひび割れ幅の増大が抑制され、ひび割れの局所化が非常に起

こりにくくなるためと考えられる。 
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図 3.18 テンションスティフニング効果相当応力 
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3.7  まとめ 
 

ECCのテンションスティフニング効果を把握するため、鉄筋を断面中心に 1本配した試験
体の両引き試験を行った。また、ECCと鉄筋の付着応力－すべり量関係、ECCのひび割れ箇
所における架橋応力－ひび割れ幅関係を利用し、両引き付着解析を行い、解析結果の妥当性

を検証した。 
ECC ではひび割れ箇所において架橋効果による引張力負担が存在することから、鉄筋と

ECCの付着作用によるテンションスティフニング効果は小さい。 
ひび割れ箇所における ECCの架橋応力は、ひび割れ発生後に減少するため、平均的に見る
とひび割れ強度より小さい架橋応力を示すようになる。また、付着応力の存在により ECCの
ひび割れの局所化が抑制され、ひび割れ幅にひび割れ本数を乗じて換算した歪は大きな値を

示すようになると考えられる。 
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第4章 有筋 ECCの繰返し性状 
 
4.1  はじめに 

 
第 2 章で述べたように ECC は繰返し載荷において引張性能が低下することが確認された。
この原因としては、ひび割れを架橋している繊維に引張力と圧縮力が繰返し作用することで、

繊維の架橋効果がなくなり、引張応力を負担できなくなったものと考えられる。試験体によ

っては、単調載荷と比較して最大モーメントが 40%程度低下した試験体もあり、繰返し載荷
の影響を無視することは出来ない。この結果を踏まえた上で、境界梁等へ ECCを適用する場
合は ECC と鉄筋の複合体として利用されることから、複合体において繰返し載荷が ECC に
及ぼす影響を把握する必要がある。 
また、第 3 章で述べたように鉄筋との複合体においてテンションスティフニング効果を考
慮すると、鉄筋と ECCの付着効果により鉄筋と ECCの歪は同一にはならず、ECCの負担応
力は初期ひび割れ強度より決して大きくならないことが確認された。第 2 章同様に断面解析
によって実験結果を評価する場合、鉄筋と ECCの歪は平面保持の仮定に基づく値となる。し
たがって、材料試験から得られた ECC の引張性能を直に ECC の応力－歪モデルに適用した
場合、ECCの引張性能を過大評価する可能性が考えられる。 
本章では、繰返し載荷を受けた場合の ECC と鉄筋の複合構造における ECC の引張性能を
把握することを目的として、軸方向に鉄筋を配した有筋試験体の繰返し載荷曲げ試験を行い、

有筋試験体における繰返し載荷による ECCへの影響を把握する。さらに第 3章で述べた ECC
のテンションスティフニング効果を考慮した ECCの平均応力－平均歪モデルを構築し、第 2
章に示した ECCの繰返し構成則を本モデルに適用させて繰返し断面解析を行い、本モデルの
妥当性を検証することとした。 
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4.2  実験概要 
 
4.2.1 試験体および使用材料 
試験体形状および配筋を図 4.1に、試験体の型枠を図 4.2図 4.2に、試験体の一覧を表 4.1

に示す。試験体は通常の曲げ試験と同様の角柱型の形状とし、圧縮側、引張側それぞれ軸方

向に鉄筋を配した。実験因子は後述する加力方向（単調載荷（M）、正負交番繰返し載荷（C2））、
加力履歴（A、B、C）、配筋（3-D4、1-D6、3-D6）および引張鉄筋比（0.42%、1.06%）とし、
単調載荷試験体は各 3体、繰返し載荷試験体は各 1体ずつ、全 18体作製した。なお、PVA繊
維の体積混入率は 2.0%とし、引張鉄筋比を同一にするため配筋 1-D6 の試験体については試
験体の幅を 84mmとした。 
使用材料は、第 3章の両引き試験と同一の材料を用いた。使用した ECCの調合計画および

フレッシュ性状を表 4.2 に、ECC の力学特性を表 4.3 に示す。ECC の圧縮性状は圧縮試験結
果より求め、引張性状は図 3.4 に示した無筋試験体の一軸引張試験結果より求めた。鉄筋の
引張試験により得られた応力－歪関係および力学性能を図 4.3，および表 4.4にそれぞれ示す。
鉄筋は明確な降伏点が見られなかったため，0.2%オフセット法により降伏強度を決定した。
また、ECCの曲げ性能を確認するため幅 100mmの無筋試験体（B100-M）、幅 84mmの無筋試
験体（B84-M）を各 6 体ずつ作製し、試験開始前（材令 34 日）と試験終了後（材令 44 日）
に 3 体ずつ加力を行った。無筋試験体の単調載荷によって得られた M-φ関係を図 4.4 に、試
験開始前、試験終了後それぞれの実験結果平均値を表 4.5 に示す。なお、表 4.2 には
JCI-S-003-2007によって曲げ試験結果から算出した ECCの引張強度および終局歪も合わせて
示した。図 4.4 より、全ての試験体においてたわみ硬化特性を良く示すことが確認でき、純
曲げ区間に平均 6 本のひび割れが発生した。また、試験開始前と試験終了後の実験結果を比
較すると試験開始前の実験結果の方が、全体的に荷重が低くなるという結果が得られた。こ

れは ECC の材令による影響とも取れるが、材令が 28 日を過ぎていること、荷重差が大きい
ことを考えると、試験開始時に何らかの実験的な不備があったのではないかと考えられる。 

 
 

 
図 4.1 試験体形状および配筋 
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図 4.2 試験体型枠 

 
表 4.1 試験体一覧 

試験体名 幅 
(mm) 配筋 引張鉄筋比 

(%) 
加力方向 

（加力履歴） 
V20-3D4-M M 

V20-3D4-C2A C2(A) 
V20-3D4-C2B C2(B) 
V20-3D4-C2C 

100 3-D4 0.42 

C2(C) 
V20-1D6-M M 

V20-1D6-C2A C2(A) 
V20-1D6-C2B C2(B) 
V20-1D6-C2C 

84 1-D6 0.42 

C2(C) 
V20-3D6-M M 

V20-3D6-C2A C2(A) 
V20-3D6-C2B C2(B) 
V20-3D6-C2C 

100 3-D6 1.06 

C2(C) 

 
表 4.2 ECC調合計画およびフレッシュ性状 

名称 W/C S/B PVA繊維体積
混入率(%) 空気量(%) 

ECC 0.42 0.77 2.0 13.5 

 
表 4.3 ECCの力学特性 

圧縮強度 
σB (MPa) 

弾性係数 
cE (GPa) 

初期ひび割れ

強度 
σcr (MPa) 

初期ひび割れ 
強度時の歪 

εcr (%) 

引張強度 
σt (MPa) 

引張強度 
時の歪 
εt (%) 

49.1 16.9 4.04 0.02 4.23 0.19 
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図 4.3 鉄筋の応力－歪関係 

 
表 4.4 鉄筋の力学特性 

種類 降伏強度 
（MPa） 

弾性係数 
（GPa） 

降伏歪 
（µ） 

引張強さ 
（MPa） 

D4 390 202 1932 593 
D6 351 189 1864 511 
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図 4.4 無筋試験体の M-φ関係 

 
表 4.5 無筋試験体の実験結果 

最大荷重時 
種類 荷重 

(kN) 
モーメント

(kNm) 
曲率 
(1/m) 

引張強度
(MPa) 

終局歪 
(%) 

試験前 37.4  1.87  0.09  4.44  0.73  
B100-M 

試験後 49.7  2.48  0.16  5.68  1.30  
試験前 28.9  1.44  0.15  3.85  1.26  

B84-M 
試験後 39.7  1.99  0.09  5.78  0.70  
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4.2.2 加力方法 
加力装置を図 4.5に、加力履歴を図 4.6に示す。加力方法は第 2章の無筋試験体同様、「曲
げモーメント－曲率曲線試験方法」（JCI-S-003-2007）に準拠し、単調載荷（M）、正負交番繰
返し載荷（C2）の 2種類の方法で行った。歪は試験体側面の上下に配したπ型変位計によっ
て計測し、平面保持の仮定により曲率を算出した。正負交番繰返し載荷は、加力方向に対し

て引張側の変位計の歪の値（以下、引張歪）をモニター値とし、正側の載荷を行った後、試

験体の上下を反転し、負側の加力を行った。なお、単調載荷試験体については引張歪が 5.0%
に到達もしくはせん断ひび割れの開口が顕著となった時点で加力を終了した。 
加力履歴は図 2.4に示した無筋試験体と同一の加力履歴とし、加力履歴 Aでは 0.1%、0.5%、

1.0%の各目標引張歪で 3回ずつ、加力履歴 Bでは目標引張歪が 0.1%で 1回、0.5%で 10回繰
り返し、その後荷重が低下するまで加力することとした。また加力履歴 Cは、無筋試験体と
比べて有筋試験体の終局変形が大きくなることから、引張歪 1.0%までは 0.1%ずつ、引張歪
3.0%までは 0.2%ずつ、引張歪 5.0%までは 0.4%ずつ目標引張歪を増加させるものとし、荷重
の低下を確認もしくは目標引張歪が 5.0%に達するまで加力を行うこととした 

 

 
図 4.5 加力装置 
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図 4.6 加力履歴 
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4.3  実験結果 
 
4.3.1 モーメント－曲率関係およびひび割れ状況 
実験結果の一覧を表 4.6に、単調載荷試験体のモーメント－曲率関係（以下、M-φ関係）を

図 4.7に、最終ひび割れ発生状況の一例を図 4.8図 4.8に示す。表 4.6表 4.6中のせん断耐力
は、建築学会終局強度型指針式（A法）のトラス・アーチ式に、DFRCCの引張寄与分を累加
した評価式 13)を用いて算出した。また、最大荷重時の引張縁歪は 2つの変位計の値から平面
保持の仮定を用いて算出し、ひび割れ本数は加力終了時に純曲げ区間に生じていたひび割れ

本数であり、ひび割れ間隔は純曲げ区間 100mmをひび割れ本数で除した値である。 
 

表 4.6 実験結果一覧 
最大荷重時 引張 

鉄筋

比 

せん断 
耐力 
計算値 荷重

モーメ

ント 曲率
引張

縁歪

ひび

割れ

間隔
試験体名 

(%) (kN) (kN) (kNm) (1/m) (%)

破壊 
形式 

ひび

割れ

本数 
(mm)

V20-3D4-M1 49.5 2.47 0.72 7.2 曲げ 20 5.0 
V20-3D4-M2 49.2 2.46 0.41 4.1 曲げ 25 4.0 
V20-3D4-M3 44.9 2.24 0.30 2.8 曲げ 14 7.1 
V20-3D4-C2A 89.6 4.48 0.62 6.0 曲げ 26 3.8 
V20-3D4-C2B 99.3 4.96 0.56 5.4 せん断 21 4.8 
V20-3D4-C2C 

0.42 78.7 

90.4 4.52 0.41 3.6 曲げ 21 4.8 

V20-1D6-M1 37.7 1.88 0.36 3.5 曲げ 17 5.9 
V20-1D6-M2 38.6 1.93 0.44 4.1 曲げ 18 5.6 
V20-1D6-M3 38.0 1.90 0.43 3.7 曲げ 17 5.9 
V20-1D6-C2A 73.7 3.68 0.45 4.2 曲げ 19 5.3 
V20-1D6-C2B 73.7 3.69 0.57 5.5 曲げ 18 5.6 
V20-1D6-C2C 

0.42 66.1 

57.4 2.87 0.25 2.2 曲げ 18 5.6 

V20-3D6-M1 123.8 6.19 0.36 3.3 せん断 24 4.2 
V20-3D6-M2 124.0 6.20 0.47 4.6 せん断 20 5.0 
V20-3D6-M3 118.1 5.90 0.25 2.2 せん断 12 8.3 
V20-3D6-C2A 122.0 6.10 0.38 3.5 せん断 21 4.8 
V20-3D6-C2B 132.3 6.61 0.27 2.3 せん断 18 5.6 
V20-3D6-C2C 

1.06 78.7 

120.5 6.02 0.22 2.0 曲げ 15 6.7 
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試験体 V20-3D4-M および試験体 V20-1D6-M は加力が進むにつれて曲げひび割れの開口が
進行したのに対し、試験体 V20-3D6-Mではせん断ひび割れが加力途中に生じ、最終的にはせ
ん断ひび割れの開口により荷重が低下した。また、単調載荷試験体については、純曲げ区間

にひび割れが 20本程度発生し、平均ひび割れ間隔が 5.6mmと優れたひび割れ性能を示した。
無筋試験体（試験体 V20-B100-M、試験体 V20-B84-M）の平均ひび割れ間隔は約 21mm であ
ることから、ECCに鉄筋を配することでひび割れ性能の向上が図れると考えられる。 
繰返し載荷試験体の M-φ関係を図 4.9 に、最終ひび割れ発生状況を図 4.10 に示す。繰返し

載荷試験体においては 2.3.1項で述べた無筋試験体の繰返し載荷実験結果同様、引張歪が新し
い歪に達するまで新しいひび割れは観測されなかった。図 4.9より、繰返し載荷試験体の M-φ
関係は、図 2.6に示した無筋試験体の M-φ関係同様スリップ型の履歴を示しているが、有筋試
験体の履歴ループが膨らんでおり、鉄筋による履歴ループの吸収エネルギー量の増加が確認

できる。 
破壊形式について、単調載荷試験体はせん断耐力計算値に対応する破壊形式となっている

が、繰返し載荷試験体においては対応しているとはいえない。繰返し載荷による ECCの引張
性能への影響が最も大きいと考えられる加力履歴 Cの試験体（試験体 V20-3D4-C2C、試験体
V20-1D6-C2C、試験体 V20-3D6-C2C）を見ると全て曲げ破壊となっていること、最大荷重時
の引張縁歪が単調載荷試験体に比べ小さくなっていることから、加力初期に生じた曲げひび

割れが何度も開口・閉口を繰返したことによってひび割れを架橋している繊維が繰返し載荷

による影響を受け、引張歪が単調載荷に比べて小さい時点でひび割れが局所化したのではな

いかと考えられる。 
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図 4.7 単調載荷試験体の M-φ関係 

 

   
図 4.8 単調載荷試験体 最終ひび割れ発生状況 
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図 4.9 繰返し載荷試験体の M-φ関係 

（上図：加力履歴 A 中図：加力履歴 B 下図：加力履歴 C） 
 

   
 

   
 

   
図 4.10 繰返し載荷試験体 最終ひび割れ状況 

（上図：加力履歴 A 中図：加力履歴 B 下図：加力履歴 C） 
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繰返し載荷試験体の M-φ関係包絡線を図 4.11に示す。なお、比較を行うために単調載荷試
験体の結果も同図に示した。図 2.8 に示した無筋試験体では繰返し載荷試験体のモーメント
低下が顕著であったのに対し、有筋試験体においてはモーメントの低下がほとんど見られず、

引張鉄筋比の小さい試験体V20-3D4-C2と試験体V20-1D6-C2では単調載荷試験体よりモーメ
ントが大きくなる傾向があった。また、加力履歴の相違による包絡線形状の違いはほとんど

見られなかった。 
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図 4.11  M-φ関係の包絡線比較 
 

4.3.2 曲げ応力 
引張鉄筋比の等しい試験体 V20-3D4 と試験体 V20-1D6 の曲げ応力－曲げ歪関係を図 4.12
に示す。ここで曲げ応力は曲げモーメントを断面係数で除した値であり、曲げ歪は曲率に断

面せい 100mmをかけた値である。図 4.12より、断面幅の違いを考慮した場合、試験体 V20-3D4
と試験体 V20-1D6はほぼ等しい結果となっていることがわかる。両試験体は ECCと鉄筋間の
付着応力による荷重増分に寄与する配筋の総周長が 2 倍近く異なるが、付着応力の影響が非
常に小さいため、結果としてその差が生じなかったと考えられる。 
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図 4.12 曲げ応力の比較 
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4.3.3 最大モーメント 
各試験体の最大モーメントと最大モーメント時曲率の関係を図 4.13に示す。引張鉄筋比の

大きさが最大モーメントに明確に現れており、引張鉄筋比の小さい試験体 V20-3D4と試験体
V20-1D6 は繰返し載荷試験体の方が最大モーメントおよび最大時の曲率が大きくなる傾向に
あった。一方、引張鉄筋比の大きい試験体 V20-3D6-C2 については加力方向による最大モー
メントおよび最大曲率の違いはほとんど見られなかった。 
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図 4.13 最大モーメント比較 

 
4.3.4 耐力比 
加力履歴 A、B 試験体について、同一引張歪加力サイクル 1 回目のピーク荷重と 2 回目以

降のピーク荷重の耐力比とサイクル数の関係を図 4.14に示す。なお、図 4.14には正側加力に
おける耐力比を実線で、負側加力におけるそれを破線で示した。加力履歴 A では、試験体
V20-1D6 の正側加力において耐力比の低下が大きいが、正側加力、負側加力の耐力比を平均
すると、加力サイクル目標引張歪の違いによる耐力比の差異はほとんど見られなかった。加

力履歴 B では、繰返し載荷による荷重の低下が確認できるものの耐力比は 0.8 程度となって
おり、図 2.10に示した無筋試験体の耐力比に比べ低下していなかった。 
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4.4  断面解析 
 
前章において鉄筋との複合構造におけるECCの引張性能はひび割れ強度以下の値となるこ

と、付着応力の効果によりひび割れが局所化せず終局歪が無筋試験体の場合より大きくなる

ことが確認された。したがって、無筋試験体の材料試験によって得られた ECCの材料特性で
は有筋試験体の性状を適切に評価することはできないと考えられる。そこで、本節では図 4.15
の右図に示すような純曲げ区間全てを解析対象とし、解析対象に作用する応力および歪を平

均化して考えた平均応力－平均歪モデルの構築を行う。また、平均応力－平均歪モデルに 2.4.1
項において構築した ECCの繰返し構成則を適用し、そのモデルを用いて繰返し断面解析を行
い実験結果と比較することにより、モデルの妥当性を検証する。 
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応力－歪モデル

解析対象

平均応力－平均歪モデル

 
図 4.15 平均応力－平均歪モデルにおける解析対象 

 
4.4.1 平均応力－平均歪モデル 
(1) 鉄筋の平均応力－平均歪モデル 
鉄筋の平均応力－平均歪モデルを図 4.16に示す。図 3.16に示すように ECCと鉄筋の付着

応力が小さいことから、引張応力下において鉄筋の軸方向歪分布はほぼ一様となっており、

鉄筋の平均応力および平均歪は、通常の応力－歪関係とほぼ同様であると考えられる。した

がって、鉄筋の平均応力－平均歪関係には、図 3.12と同一の鉄筋の引張試験結果に対応させ
た修正Menegotto-Pintoモデルを用いることとした。 
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図 4.16 鉄筋の平均応力－平均歪モデル（MPモデル） 
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(2) ECCの平均応力－平均歪モデル 
3.6節の両引き付着解析結果において、ECCのテンションスティフニング効果に相当する応

力は非常に小さいことが確認され、複合構造における ECCの平均引張応力は図 3.18上図に示
す ECC の負担応力とほぼ等価であると考えられる。図 3.18 においては解析対象区間
lb0=450mmとして計算しているが、断面解析における解析対象は純曲げ区間の 100mmである
から、lb0=100mmとして再度両引き付着解析を行い、その結果をもとに ECCの平均応力－平
均歪関係のモデルを構築した。ECCの平均応力－平均歪モデルを図 4.17に示す。図中の破線
は両引き付着解析から得られた解析結果を示している。なお、第 3 章の両引き試験結果は、
断面解析の解析対象区間（100mm）とは付着長が異なるものの、付着長を変化させた場合の
付着解析を行ったところ、解析結果の ECC負担応力にほとんど違いが見られなかったことか
ら、実験結果の値も本提案モデルの比較対象として図 4.17にプロットで示した。 

ECCの平均応力－平均歪モデルは第 2章の繰返しモデルを適用するためにトリリニアモデ
ルとし、最大値として初期ひび割れ強度σcrをとるように、初期剛性から 2次剛性に切り替わ
る点の応力を 0.9σcrとした。なお、付着解析においては ECCの平均応力が低下する終局状態
を再現出来ないため、最大応力時の平均歪は、単調載荷試験体（有筋）の最大荷重時におけ

る引張縁歪の平均値 3.96%とした。 
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図 4.17 ECC平均応力－平均歪モデル 

 
(3) ECCの繰返しモデル 

2.4.1節で述べた無筋 ECCの繰返し構成則を上記の ECC平均応力－平均歪モデルに適用す
ることで、複合構造における ECC の繰返し性状を表現する。無筋 ECC の繰返しモデルにお
いては圧縮応力と引張応力が繰返し作用した際に引張側の包絡線を低減させることで、繰返

し載荷によるモーメントの低下を表現したが、本章の有筋試験体においては、繰返し載荷に

よるモーメントの低下がほとんど見られなかったことから、包絡線を低減しなくてよいと考

えられる。理由としては、鉄筋の存在により無筋試験体とはひび割れ発生状況が異なること

から、鉄筋がひび割れ開口を抑制し、さらに ECCの圧縮応力相当量を鉄筋が担っているので
はないかと考えられる。また、平均応力－平均歪関係は初期ひび割れ強度以下の値であるこ

とから、無筋試験体に比べて架橋力の余力があることが考えられる。 
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4.4.2 断面解析結果 
前項に示した ECCおよび鉄筋の平均応力－平均歪モデルを用い、実験から得られた曲率を

入力値として平面保持の仮定に基づいた断面解析を行った。断面解析によって得られた単調

載荷試験体の M-φ関係を図 4.18に、繰返し載荷試験体の M-φ関係を図 4.19に示す。 
試験体 V20-3D4-M および試験体 V20-1D6-M については、解析値が実験値を上回る結果が
得られた。実験結果と適応するためには、ECCのひび割れ強度を半分の値とする必要がある
ことから、表 4.5、図 4.4図 4.4に示したように試験開始時の実験結果は試験終了時のそれに
比べて低い値を示したことと同様に、両試験体に実験的な不備が生じ、実験結果が本来の値

より低くなってしまったと考える。また試験体 V20-3D6-Mについては解析値が実験値を多少
下回っているものの、実験値を十分評価できているものと考える。繰返し載荷試験体につい

ても試験体 V20-3D6-Mと同様に、全体的に解析値が実験値を下回る結果となっているが、繰
返し載荷試験体の傾向は捕らえられており、解析に用いたモデルの妥当性が見られる。 
解析値が実験値を下回る要因としては、引張試験および曲げ試験から得られる引張強度の

相違、断面内の応力分布による相互負担、鉄筋のバウシンガー効果の 3つが考えられる。 
まず引張強度については、既往の研究により一軸引張試験から得られる引張強度と曲げ試

験の結果から算出した引張強度を比較すると、引張試験から得られる値の方が小さくなる傾

向があることが報告されている 14)。本モデルは一軸引張試験の結果をもとにモデル化してい

ることから、曲げ応力下と引張応力下における ECCの引張性能の違いが、解析値と実験値の
差異に現れているものと考える。 
次に、解析断面内に生じる応力分布について考える。実現象においては断面内に局所的な

応力低下が起きたとしても、その箇所に隣接する部分が補助的に応力を負担することで、応

力はさほど低下していない状態になると考えられる。断面解析においては要素同士の相互作

用は考慮できていないため、解析値が下回る結果になったと思われる。 
最後に鉄筋のバウシンガー効果について、鉄筋のモデルは引張試験結果から既往のモデル

を用いてモデル化したため、本来の鉄筋の繰返し性状を評価できているかは定かではない。

本解析に用いたモデルよりも鉄筋のバウシンガー効果が大きいとすると、繰返し載荷により

鉄筋の応力が大きくなることで、解析結果の剛性が大きくなり実験結果と良く対応すると考

えられる。また本研究では単調載荷の両引き試験結果およびそれに対応した解析結果から

ECCの平均応力－平均歪モデルの構築を行ったため、ECCと鉄筋の付着性状は繰返し応力下
においても常に単調載荷状態として考えられている。しかしながら、普通コンクリートと鉄

筋の付着性状は繰返し荷重下において付着応力が低下することが報告されていることから、

ECCと鉄筋の付着性状にも繰返し載荷によって何らかの影響を受ける可能性もある。繰返し
載荷の影響をより精確に評価するためには、今後これら複数の要因に対して検討する必要が

あると考える。 
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図 4.18 単調載荷 断面解析結果 
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図 4.19 繰返し載荷 断面解析結果 

（上図：加力履歴 A 中図：加力履歴 B 下図：加力履歴 C） 
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4.5  まとめ 
 
繰返し載荷を受けた場合の ECC と鉄筋の複合構造における ECC の引張性能を把握するこ
とを目的として、軸方向に鉄筋を配した有筋試験体の繰返し載荷曲げ試験を行い、有筋試験

体における繰返し載荷による ECC への影響を把握した。さらに第 3 章で述べた ECC のテン
ションスティフニング効果を考慮した ECCの平均応力－平均歪モデルを構築し、第 2章に示
した ECCの繰返し構成則を本モデルに適用させて繰返し断面解析を行った。 
有筋試験体は、無筋試験体に比べてひび割れ性能が向上し、ひび割れ間隔が無筋試験体の

1/4程度となることが確認された。また、最大荷重時の引張縁歪も平均 3.96%と優れた変形能
を有していた。 
有筋試験体の場合、繰返し載荷による荷重低下はほとんど見られず、単調載荷の試験体よ

り荷重が多少大きくなる傾向にあった。一方、変形能に関しては、繰返し載荷の影響を最も

受けると考えられる加力履歴 Cの試験体において、全ての試験体で加力初期に生じる曲げひ
び割れが開口して破壊に至ったこと、最大荷重時の引張縁歪が単調載荷試験体のそれより小

さくなることから、繰返し載荷の影響を受けると考えられる。 
第 3章の両引き試験結果から、ECCの引張側包絡線を初期ひび割れ強度以下として、平均
応力－平均歪モデルを構築し、繰返し断面解析を行ったところ実験結果をある程度評価でき、

本提案モデルの妥当性を確認できた。 
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第5章 結論 
 
本研究では、HPFRCCの代表的な一種である ECCを研究対象として、ECCの応力－歪関係
の構築という観点で、繰返し応力下および鉄筋との複合体における ECCの引張性能を評価す
ることを目的とした。 

 
第 1章では、本研究の背景について整理し、目的を明確にした。 
 
第 2章では、ECC自体の繰返し性能の把握および評価を目的として、繰返し載荷の曲げ試
験を行い、その結果を元に ECCの応力－歪モデルおよび繰返し構成則を構築し、繰返し断面
解析と実験結果を比較することで、モデルの妥当性を検証した。 
繰返し載荷において、モーメント曲率関係はスリップ型の履歴を示し、片側繰返し載荷で

は単調載荷と比較してモーメントの低下が見られないのに対し、正負交番繰返し載荷におい

てはモーメントの低下が顕著であった。最もモーメントが低下した試験体では最大モーメン

トは単調載荷の 60%から 70%の値となっていた。圧縮力と引張力が繰返し作用することでひ
び割れを架橋している繊維に影響を与え、モーメントが低下したと考えられる。 
実験から得られた繰返し作用によるモーメントの低下は、応力－歪モデルの引張側包絡線

を低下させることで表現し、圧縮応力から引張応力に移行する際に応力が非常に小さいすべ

り域を設けることでスリップ型の履歴を表現するような応力－歪モデルを構築した。 
このモデルを用いて繰返し断面解析を行った結果、実験結果と良い対応を示し、本モデル

の妥当性が確認された。 
 
第 3章では、鉄筋との複合構造において重要となる鉄筋と ECCの付着性状および、それに

起因する ECCのテンションスティフニング効果を定量的に評価することを目的として、試験
体の断面中央に鉄筋を 1 本配した試験体の両引き試験を行った。また、ひび割れ箇所に作用
する ECC の架橋応力を考慮した付着解析手法を構築し、ECC の引張力負担分、および ECC
のテンションスティフニング効果に相当する応力を解析によって算出した。 
両引き試験において、試験体の引張力は鉄筋単体の引張力より大きくなったことから、ECC

による引張力負担があることが分かる。 
両引き付着解析において、実験結果を良く追従する結果が得られた。解析結果では、ECC

と鉄筋間の付着応力は非常に小さく付着区間における鉄筋の引張力分布はほぼ一定値となっ

た。ひび割れ箇所における ECCの架橋効果が部材の剛性増大に与える影響が大きいことを示
している。また ECCの負担応力のうち、付着応力に依存する分をテンションスティフニング
効果に相当する応力とすると、その値は非常に小さいことが確認された。ECCの負担応力は
ひび割れ箇所における架橋応力がほとんどを占めており、その値は材料試験から得られる初

期ひび割れ強度以下の値となる。さらに、ECCと鉄筋の付着効果によりひび割れ幅の増大が
抑制され、無筋の場合よりも大きな歪を示すようになると考えられる。 
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第 4章では、実構造部材に近づけるために有筋試験体における ECCの繰返し性能の把握お
よび評価を目的として、第 2 章と同様に繰返し載荷の曲げ試験を行った。有筋試験体におい
ては繰返し載荷によるモーメントの低下がほとんど見られなかったが、最大モーメント時の

引張縁歪が小さくなるといった ECCの変形能への繰返し載荷の影響が確認された。 
その後、第 3 章より得られた ECC のテンションスティフニング効果を考慮した ECC の引
張性能を純曲げ区間に平均的に作用する平均応力－平均歪モデルとし、このモデルに第 2 章
で示した ECCの繰返し構成則を適用して繰返し断面解析を行った。断面解析結果と実験結果
を比較すると、断面解析結果がやや実験結果を下回るものの繰返し載荷の傾向をよく捕らえ

ており、本モデルの妥当性が確認された。 
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